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［要旨］ 温室効果ガス（GHG）の排出が少なく、かつ少ない費用で高い生活の質（Quality Of Life、

以下QOL）が得られる持続可能な国土・都市構造への転換を図るための戦略の実施は、中長期的

に非常に重要であるが、住民の短期的な立地・交通行動とは相反する場合が多いと考えられる。

そのため、他のサブテーマによって示される、地球環境制約に対応した都市構造に既存の都市を

近づけることは容易でない。住民の理解を得るには、その都市のかたちをイメージできるような

手法を準備した上で、それを活用しながら議論を進めることが求められる。 

本研究は、地球環境制約に対応した国土・都市構造への転換戦略の推進にとって重要な、住民・

土地所有者・行政等ステークホルダー間の合意形成を進めるために、その戦略によっていかなる

都市が形成され、生活がどのように変化するかを示すこと、つまり、戦略の「イメージアビリテ

ィ向上」を目的として、具体の都市・街区計画の過程で用いる情報基盤の構築を行う。この情報

基盤には、CO2をはじめとした環境負荷はもとより、QOLへの影響を適切に表現し得る機能が求め

られる。これをビジュアルに表現する方法を地理情報システム（GIS）上に整備し、集約された市

街地におけるケーススタディモデルの作成およびアンケート調査を通じて、その特性について検

討を行っている。その結果、操作性の高い3次元モデルは、市民にとって理解しやすい情報である

ことから、地球環境制約の下で都市構造の転換戦略を推進していく上で、市民の合意形成を実現

するために有効に利用される可能性があることが分かった。 

 

［キーワード］国土・都市構造、3DVR、イメージアビリティ、QOL、合意形成 
 

１．はじめに 

国土・都市構造は、その上で活動する人間のライフスタイル、そして社会のあり方に大きな影

響をもたらすとともに、簡単には変更できず、影響は長期にわたる。したがって、地球温暖化に
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